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１．総 論
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本プロジェクトのねらいと背景

•日本的雇用システムの特徴の一つとして、雇用形態間に大きな分断があ
ること、その背景にジェンダー問題が存在

→正規の男女の工員・職員、そして非正規雇用で働く者は、必ずしも

各々が従事している業務内容に基づかない「身分」によって処遇

されている面がある

•多くの女性は、生活との兼ね合いから（１）勤務地や職務、（２）労働
時間を限定されることなく、私生活上の責任を配偶者に委ねながら、自
らは企業に生涯をささげる正社員の働き方を選択することが困難である
という制約のなかで、自らの働き方を選択せざるを得ない

•働く人々の意識・働き方の変化や人手不足も相俟って、従来の処遇のあ
り方では対応しきれなくなっていることを労使双方が課題として認識
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本プロジェクトのねらいと背景

•多様な人材が活躍するために求められること（の一例）

→雇用形態間格差是正

雇用管理区分間格差是正

•どのような格差を是正することが求められるのか？

→(a)「不合理な待遇差」の是正

(b)職務内容、責任の程度等に違いがある場合、

その違いに見合った範囲の差を

どのように人事・賃金制度に落とし込んでいくか

⇒賃金制度の動向を踏まえつつ、労働組合に対して聞き取り調査を行い、
制度改訂に際して(a)、(b)の観点から労組が果たす役割について考える
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聞き取り調査先労働組合一覧［五十音順］

聞き取り調査先労働組合一覧［五十音順］

イオンリテールワーカーズユニオン（ＡＲＷＵ）

ＮＴＮ労働組合（ＮＴＮ労組）

ＪＦＥ精密労働組合（ＪＦＥ精密労組）

西友労働組合（西友労組）

全日通労働組合（全日通労組）

大丸松坂屋百貨店労働組合（大丸松坂屋百貨店労組）

日本郵政グループ労働組合（ＪＰ労組）

三井住友海上労働組合（三井住友海上労組）

明治安田生命労働組合（明治安田生命労組）

安川電機労働組合ＹＤＣ支部（安川電機労組ＹＤＣ支部）

ライオン労働組合（ライオン労組） 5



２．むすび

•日頃の労組内コミュニケーション、労使コミュニケーションの中で醸
成された信頼関係

→人事・賃金制度改訂の労使交渉・協議の際に建設的な議論が

できる基盤が構築されている

•制度改訂に際して組合員がどの程度の格差を受容するか（あるいは受
容しないか）は各社各様

→それぞれの職場で働く人々の声をきめ細かに汲み取り、

制度に織り込んでいくことが労組の一つの大きな役割

•労組が中長期的な視点から労働条件の向上に取り組んでいる

→労組が得た知見や人脈などの資源を切れ目なく継承し続けてい

く必要性
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３．雇用形態間格差是正に向けた人事・賃金制度改訂
事例分析

•問題関心

→以下では、本プロジェクトで労組に対して聞き取り
を行った11事例の中から、８事例（イオンリテールワー

カーズユニオン（ＡＲＷＵ）、ＮＴＮ労組、ＪＦＥ精密
労組、西友労組、全日通労組、大丸松坂屋百貨店労組、
ＪＰ労組、明治安田生命労組）を取り上げ、雇用形態間
格差是正の取組について賃金を中心とする人事・賃金制
度改訂がどのようなものであったか、また改訂に際して
労組が果たした役割がどのようなものであったかについ
て概観する。
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格差是正に向けた制度改訂の具体像

•聞き取り調査事例から、以下の3つの対応がみられた

(1)基本給引き上げ・正社員並みの手当支給等の処遇改善

(2)スキルや業務範囲・責任等の違いに基づいて

複数の資格・等級を設ける

(3)正社員登用の導入・拡充
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(1)基本給引き上げ・正社員並みの手当支給等の処遇改善

•法改正を機に無期雇用化を進める[各社]

•春季生活闘争において非正規雇用で働く者の賃上げを実現[JFE精密、
ARWU等]

•手当・休暇等を正社員並みに引き上げる： [JFE精密、ARWU等]

•人事・賃金制度改訂を通じた処遇の底上げ[JP、大丸松坂屋百貨店]

•これまでよりも「頑張りが報われる」人事・賃金制度改訂[西友、ARWU]
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メイト社員制度の改訂に
よる時間給の構成

西友の事例
メイト社員制度
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ARWUの事例 コミュニティ社員制度
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(2) スキルや業務範囲・責任等の
違いに基づいて複数の資格・等級を設ける

西友の事例
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(2) スキルや業務範囲・責任等の
違いに基づいて複数の資格・等級を設ける

ARWUの事例
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(3)正社員登用の導入・拡充

• JFE精密：2008年4月～正社員登用試験を導入。各年３～４名が正社員登
用され、正社員転換者の中から役職に就く者が多数みられる

• NTN：非正規雇用で働く者のうち製造部門で働く期間社員およそ150名
について、２年11ヵ月の有期雇用契約期間中に正社員への登用試験を
受験して合格した場合は、正社員に登用（合格率は平均4～5割程度）

•全日通：支店で採用されていた社員（地域）、および有期雇用の支店社
員の大部分を社員（エリア職）に整理したうえで、労働条件を引き上げ
ながら全国統一

•明治安田生命：「無期契約社員の総合職（地域型）への転換」「総合職
（地域型）の総合職（全国型）への転換」の２制度を設け、無期契約社
員→総合職（地域型）→総合職（全国型）という登用ルートが開かれる
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(3)正社員登用の導入・拡充

• JP：「正社員登用制度」「コース転換制度」の2制度を設け、期間雇用
社員等→正社員（（新）一般職）→正社員（地域基幹職）という登用
ルートが開かれる

•西友：グレードＡのメイト社員→グレードＢのメイト社員→地域社員
（グレードＣ）→本社員と、グレードＡのメイト社員→グレードＢの
メイト社員→本社員（グレードＣ）の二つの登用ルートが開かれる

• ARWU：コミュニティ資格→ＣＧ資格→Ｇ資格を段階的に移行してい
くルートと、Ｃ→Ｇに移行するルートの二つの登用ルートが開かれる

各社で正社員登用制度が整備され、
実際に多くの非正規雇用で働く者が正社員に登用されている
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雇用形態間格差是正に関する労使交渉・協議に
労働組合が果たす役割

•春闘の賃上げや手当の拡充等は、継続的に要求し続ける

•制度導入後も、正社員登用の要件緩和や実施人数の拡大等、中長期的な
視点から継続的に働きかけ続ける

•制度導入後も、求め続け、実績をあげる

•正社員転換の実施内容を定例労使協議会にて労使間で共有したりする等、
運用面にも目配りする
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雇用形態間格差是正に関する労使交渉・協議に
労働組合が果たす役割

•どのような格差を是正することが求められるのか？

(a)「不合理な待遇差」の是正

(b)職務内容、責任の程度等に違いがある場合、

その違いに見合った範囲の差を

どのように人事・賃金制度に

落とし込んでいくか

「その違いに見合った範囲の差」
がどの程度なのかは各社各様

どのような順番・タイミングで
進めるかは各社各様

労組が職場で働く人々の声をきめ細かに汲み取り、
制度に織り込む努力を続けている 17
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•ご清聴ありがとうございます
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